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研究要旨：職業性腰痛は個人の健康問題のみならず労働生産性の観点からも重要な問題で

ある。今回は、職業性腰痛の実態、その要因および医療者の対応時の注意点に関する国内

外の文献を基に現状の知見を整理した。 

 

 

A．職業性腰痛は社会的な問題 

厚生労働省の国民生活基礎調査において、

腰痛の有訴率は男性で 1 位、女性では肩こ

りについで 2 番目に多い愁訴である 1)。我

が国における腰痛の生涯有病率は 83.5%と

され、腰痛により仕事を含む社会活動を休

んだことがある者は 25%と報告されており、

腰痛は国民病ともいえる重要な健康問題で

ある 2)。また、世界疾病負担研究において、

Years Lived with Disability（YLDs）、つま

り健康でない状態で生活する年数を指標と

する統計では、301 の疾患や傷病のうち、

腰痛がトップに位置しており、社会的損失

や健康面への影響が大きく、世界的かつ社

会的な問題である 3, 4)（図 1）。 

職場においても腰痛に悩む人は少なくな

い。厚生労働省の発表した業務上疾病発生

状況等調査によると、腰痛により 4 日以上

を休業した業務上疾病の発生件数は、長年

にわたり全職業性疾病の約 6 割を占め第 1

位となっている 5)。業種別にみると、運輸

交通業、保健衛生業、製造業、商業・金融・

広告業、貨物取扱業などが、業務上疾病に

よる腰痛発生が多く、特に近年では、保健

衛生業の腰痛が最も顕著な増加となってお

り、医療介護現場での腰痛対策は喫緊の課

題といえる。実際に、我が国における職業

性腰痛により使用される年間医療費は約

820 億円で、増加傾向にある 6)。また近年

では、アブセンティズムとプレゼンティズ

ムを合わせた労働損失が腰痛において大き

いことも問題視されてきており 7, 8)、企業の

健康経営に関わる問題でもあるといえる。

Wada らは、国内の勤労者 6777 名を対象に

うつ症状およびそれに随伴する主要症状に

おける労働損失の状況を調査している 7)。

その結果、100 人当たりに換算した労働損

失は、20 代を除いて「腰痛・頚部痛」が最
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も大きく、また 1 人当たりの 1 カ月の労働

損失は、プレゼンティズムのほうがアブセ

ンティズムよりも概ね大きいことが示され

ている。慢性腰痛とうつの関連を調べた研

究では、慢性腰痛患者の中でも抑うつ

（PHP-9≥10）を伴う患者の方が、健康関連

QOL が低く、プレゼンティズムを含む労働

損失が大きいことが報告されている 9)。 

B．身体的アプローチの現状 

 職業性腰痛に対する対策として、椅子・

机の調整、ボディメカニクスを基にした安

全な介助動作、福祉機器や補助具の使用な

ど、身体的側面に対するアプローチがなさ

れてきた。人間工学的要因による職業性腰

痛は世界的にも以前から問題視されており、

職場での障害の 3 分の 1 は、職業に関連し

た 人 間 工 学 的 要 因 （ occupational 

ergonomic factors）に起因する腰痛である

10)。

オランダの研究グループが政府と協働し

て、持ち上げ動作による作業負荷を軽減し、

職業性腰痛を予防するための診療ガイドラ

インを作成している。オランダ医療改善研

究所（Dutch Institute for Healthcare 

Improvement）の基準に基づき、エビデン

スを整理したところ（ A: strong, B:

moderate, C: limited, D: consensus）、腰ベ

ルトは効果なし（A）とされている一方、患

者に対するリフトの使用（A）、スライディ

ングシート・ボードのような物を利用して

水平方向の移動距離や摩擦を減らす（A）な

どには一定の効果があるとされている 11)

（表 1）。厚生労働省の「腰痛予防対策指針」

12)の中にも“全介助の患者には、（中略）、

原則として人力による人の抱上げは行わせ

ないこと”と記載されており、我が国にお

いてもNo lift policyの早期導入が必要であ

ろう。 

Coenen らは、仕事中の持ち上げ動作が腰

痛に与える影響を調査した研究のレビュー

を行い、25kg 以上のものを持ち上げること

や 1 日に 25 回以上持ち上げ動作を行うと、

腰痛の年間発症率を各々4.3%、3.5%増加さ

せると報告している 13)。 

C．職業性腰痛の原因は「身体的要因」のみ

ならず「心理社会的要因」も 

上述の身体的側面へのアプローチは、腰

痛対策には必須であることは周知の事実で

あるが、職業性腰痛はいまだ克服されたと

は言い難い。腰痛受診者の約 85%以上が画

像所見では腰痛の起源や予後を説明できな

い、いわゆる非特異的腰痛 14)に分類される

ことや、これまでの産業における人間工学

的アプローチでは腰痛対策が不十分である

こと 15)もあり、職業性腰痛のリスク因子に

心理社会的要因も重要視されるようになっ

ている 16, 17)。欧米の職業性腰痛のマネジメ

ントに関する診療ガイドラインでは、解剖

学やバイオメカニクスなどに基づく従来の

生物医学的なアドバイスはほとんど効果が

無く、一方で後述する恐怖回避思考やセル

フケアを踏まえた情報提供や助言は機能障

害の改善に有益であるとされている。特に、

仕事に関連した個々の心理社会的要因は症

状の遷延化と機能障害に影響し、かつ治療

やリハビリテーションへの反応にも影響を

及ぼすと強調している 18)。我が国では、上

述した厚生労働省による業務上疾病発生状

況等調査を踏まえ、同省は「腰痛予防対策

指針」（2013）を 19 年ぶりに改訂した。こ
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の新指針の注目すべき点は、腰痛の新規発

症要因として、「動作要因」「環境要因」「個

人的要因」に加えて、「心理・社会的要因」

が追加されたことである。松平らは、「仕事

に支障をきたす非特異的腰痛」に着目し、

その新規発生および遷延化のリスク因子を

探索することを目的として、首都圏の多業

種勤労者 5,000 名以上を対象としたコホー

ト 研 究 で あ る Japan epidemiological

research of Occupation-related Back pain

（JOB）study を実施している。多変量解

析の結果、腰痛の既往があること、持ち上

げ動作が頻回であることに加えて、職場で

の対人関係ストレスが仕事に支障をきたす

腰痛の新規発症に関わる重要な危険因子と

して認められた 19)。仕事に支障をきたす腰

痛への移行や遷延化に関わる重要な因子と

しては、仕事への満足度、上司からのサポ

ート不足、働きがい、不安、身体化などが

抽出された 20, 21)（図 2）。これらは、欧米の

報告でも認められている心理社会的要因と

同様である。 

 さらに、松平らは都市圏に在住の勤労者

3899 名を対象とした横断研究において、仕

事の満足度や職場のサポートなどの仕事上

の心理社会的要因を調整しても、仕事の個

人的要因ともいえるワーカホリズム傾向の

強さが、メンタルヘルスの不調のみならず、

仕事の支障をきたす腰痛にも関連している

ことを報告している 22)。 

D．医療者の対応で注意することは・・・ 

 上述のように、職業性腰痛は身体的負荷

要因だけではなく、心理社会的要因も関与

していることが我が国を含む世界各国の研

究から明らかになってきている。まずはそ

の事実を医療者が把握することが腰痛対策

の第一歩であると考える。また、心理学的

要因の中でも注目されている概念の 1 つに

恐怖回避思考（Fear-Avoidance Beliefs）が

あり、評価ツールの代表的なものとして、

Work items と physical activity items か

ら構成され世界で広く使用されてきた

Fear-Avoidance Belief Questionnaire

（FABQ）がある 23-25)。これは、痛みに対

する不安や恐怖感、自分の腰に対するネガ

ティブなイメージから、過度に活動を制限

（回避）する思考・行動のことをいう。腰

痛の慢性化の予後規定因子である心理社会

的要因（yellow flag sign）の中でも、この

恐怖回避思考は機能障害や職場復帰の予後

に強く影響し、最も重要視すべきものとさ

れている 26, 27)。勤労者の腰痛を慢性化させ

ないために、上記概念を考慮した早期のス

クリーニングが必要と考えられる。英国

Keele 大学で開発され、腰痛の慢性・難治

化 リ ス ク を 簡 便 に 評 価 す る STarT

（Subgrouping for Targeted Treatment）

Back スクリーニングツール 28)は、心理・

認知面への配慮が必要な患者の判定に有用

なツールであり、松平らはその日本語版を

作成し 29, 30)、腰痛の慢性化（6 ヶ月後）の

予測に役立つことを報告している 31)。 

 また、画像所見を強調して、患者自身の

腰にネガティブなイメージを与えることは、

上記の恐怖回避思考を強めることに繋がり

かねないため、避けるべきである。さらに、

医療者の安易な安静指示も恐怖回避思考・

行動を助長し 32)、回復に悪影響を与えるこ

とが明らかとなっているため注意が必要で

ある。実際に、急性腰痛（ぎっくり腰）の

患者で安静を指示された群と活動を維持す
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るよう指示された群では、1 年後のぎっく

り腰の再発率は安静をしていた場合は 3.6

倍のリスクがあるとされている 33)。 

E．我々が提唱する運動介入 

腰痛による病欠（休業）を減らすための

身体コンディショニング（ Physical 

conditioning：仕事に関連した運動指導、筋

力や柔軟性の改善）に関するシステマティ

ックレビューによると、現時点ではまだ介

入の有効性は示されていない 34)。一方で、

近年 JAMA Intern Med に報告された腰痛

の再発予防を主とする論文のシステマティ

ックレビューは興味深い 35)。6133 件の研究

から、23 件の論文が採択され、そこに含ま

れる 21 の RCT 研究における参加者 30850

名が解析対象とされた。その結果、エクサ

サイズ単独でも腰痛予防に有益であるが、

エクササイズと教育のコンビネーションが

腰痛発症のリスクに最も有益な可能性が高

いことが示された。一方、教育単独や腰ベ

ルトの効果は乏しいとのことである。我々

は、煩雑では無く簡便でかつ合理的で教育

も加味した運動として、“これだけ体操”を

提唱している。一般的に腰痛患者は、腰椎

伸展時に痛みや制限を伴い、骨盤が後傾し

ていることが多く、伸展方向のストレッチ

が奏功しやすい 36)。立位で骨盤を前に押し

込みつつ体幹を伸展する“これだけ体操”

を某社会福祉法人の介護職員に実践しても

らった結果、対照群と比べて 1 年後の腰痛

発生状況が有意に改善したとの知見が得ら

れている 37, 38)。腰痛対策にはセルフマネジ

メントが重要であることは言うまでもない

39)が、シンプルかつ継続性の高い上記の体

操をその意義を理解した上で実践していく

ことは、勤労者においてもセルフマネジメ

ントにつながる有効な一手段であると考え

る。 

F．おわりに 

勤労者の腰痛に対するリスクを身体的お

よび心理社会的側面の双方から早期にかつ

的確に把握することで職業性腰痛の発症・

遷延化を回避できる可能性は高い。職場で

の腰痛対策は、個人の健康問題のみならず、

労働生産性などの社会経済的（健康経営の）

観点からも企業にとって重要な課題である。

まずは現状の把握に努め、現場に応じた身

体的負荷要因および心理社会的要因の両輪

を踏まえた腰痛対策が重要であると考える。 
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図 1．1990 年と 2010 年における YLDs の要因に関する疾病・傷害ランキング（文献 3)より

引用、一部改変） 
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図 2．支障度の高い非特異的腰痛の危険因子（文献 40)より引用転載） 

予防方法 エビデンス

労働者

持ち上げ姿勢・動作を最適化するトレーニング・助言 A 効果なし

就職前の医学的検査 A 効果なし

腰ベルト A 効果なし

持ち上げ補助機器 C 効果あり

作業

徒手による持ち上げの負担を取り除く手段

　患者に対するリフトの使用 A 効果あり

　物に対するリフトの使用 C 効果あり

　生産・製造工程を変える C 効果あり

持ち上げる環境を変える

　対象物の重さを調整する C 効果なし

　垂直方向への持ち上げる距離を減らす B 効果あり

　水平方向への持ち上げる距離や摩擦を減らす A 効果あり

　患者との接触方法 C 効果あり

組織の要因

　持ち上げるチームを構成する B 効果あり

　チームで持ち上げる C 効果あり

　持ち上げ回数の調整 D 効果あり
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表 1．労働者の腰痛予防に関する学際的診療ガイドラインのエビデンスレベル（文献 11)より

引用、一部改変） 



「安静がいちばん」はもう古い！！！

腰が痛いときの安静のしずぎに注意しましょう。

腰痛の研究が飛躍的にすすみ、安静にしすぎないことが、
世界的に治療の常識になりました。

腰痛の種類

腰痛の原因

腰痛は、「病気が原因の腰痛（特異的腰痛）」と「検査や診断でも痛みの原因がはっきりしない腰痛
（非特異的腰痛）」の2種類に別けられます。腰痛で受診する人の85％が原因のはっきりしない非特異的腰痛です。
これには慢性的な腰痛やぎっくり腰なども含まれます。

東京大学医学部付属病院22世紀医療センター
運動器疼痛メディカルリサーチ＆マネジメント講座
特任教授

松平　浩

　特異的腰痛 15％非特異的腰痛 85％

医療機関で検査を受けてください

腰痛の代表格
●椎間板ヘルニア●脊柱管狭窄症●骨折

命にかかわる腰痛
●がん●大動脈瘤●感染

検査や診断でも痛みの原因
がはっきりしない腰痛

痛みを恐れて安静にしすぎると治りにくい
●適度に体を動かさないと、背骨や周辺の筋肉の柔軟さが失われます。
●筋肉が酸素不足となり発痛物質が分泌されます。

これだけ体操で緩和（裏面へ）

病気が原因の腰痛

腰痛への不安や恐怖は、痛みを抑制する脳の機能を低下させます。
「怖くない」と自分に言い聞かせましょう。

正常 背骨と背骨のあいだの椎間板の中に、硬い組織
に囲まれたゼリー状の髄核（ずいかく）という物
質があります。
正常な場合は、髄核が椎間板の中央にあります。

腰痛 前かがみでの作業、猫背の姿勢が続くと髄核が後ろ（背中側）に移動
します。この状態が続くと「ぎっくり腰」や椎間板ヘルニアになります。

腰痛の代表格
●ぎっくり腰
●慢性的腰痛
●再発を繰り返す腰痛

1つでも当てはまれば、
腰痛の原因が病気によるものかもしれませんので、

医療機関で検査を受けてください。

痛みの体験

軽快・回復

誤った情報

痛みへの恐怖・不安から
腰をかばう（恐怖回避思考）

楽観的に痛みと向き合う
慢性化・再発

ずっと治らない？！

動いても大丈夫！

正しい情報

●背骨が緩やかな
　Ｓ字カーブを描いている

●骨盤がやや前に
　傾いている

ウエストラインあたりの腰椎を横から見た図

●骨盤が後ろへ傾く
●背中の筋肉の収縮
●腰の負担増大

線維輪

髄核

神経
椎体

棘突起
椎間板

線維輪

椎間板の中央にある
髄核

（前） （後）

線維輪が傷ついて
ぎっくり腰に

髄核が飛び出て
椎間板ヘルニアに

当てはまっていたら要注意！！

85％

15％

●転んだりした後に痛みだし、日常生活に支障がでる。
　→骨折の疑い
●65歳以上で（特に女性）で、朝、布団から起き上がる
ときに腰や背中に痛みが出た。
　→骨粗しょう症による骨折の疑い
●横になってもうずく。鎮痛剤を一か月以上使用しても
痛みが改善されない。
　→重い病気の疑い
●痛みやしびれがお尻からひざ下まで広がる。
　→腰部脊柱管狭窄症・椎間板ヘルニアの疑い
●肛門、性器周辺が熱くなる、しびれがある。尿が出に
くい。尿漏れがある。
　→重症な腰部脊柱管狭窄症・椎間板ヘルニアの疑い
●つま先歩き、かかと歩きが難しく、足の脱力がある。
　→重症な腰部脊柱管狭窄症・椎間板ヘルニアの疑い
　　脳や脊髄の病気の疑い

http://www.lbp4u.com

®腰痛予防 これだけ体操

（一社）新潟県労働衛生医学協会　http://www.niwell .or.jp/ 〔第1版〕H29.0 00,000
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髄核が前に
ずれるイメージ

腰を反らすこれだけ体操

これだけ体操

これだけ体操

ヒールで立ち仕事の多い
女性や妊婦の方向け

腰をかがめる

腰を横に曲げる

こんな
とき

こんな
とき

こんな
とき

座り作業で前かがみが続いたとき、
重い荷物を持ったあとなど

長時間立ったり歩いたりして腰に
反りぎみの負荷がかかったとき

腰の左右どちらかに違和感があるとき

椎間板
髄核

髄核が後ろにずれるイメージ

❶足元が滑らない場所で、安定した壁から離れて立つ。
❷肩の高さで手掌から肘までを壁につき、腰を横に曲げ
る。左右行う。
❸違和感を感じて曲げにくい側があれば、その方向に、
ゆっくりと息を吐きながら徐々に曲げ、きついと感じる
ところまでしっかり曲げる。
❹左右差がなくなるまで繰り返す(5秒を3～5回が目安)。

膝は
できるだけ
伸ばす

肩幅よりやや広く、平行に

手で骨盤を
押し込むイメージ

骨盤を
押し込む
イメージ

❶足を肩幅よりやや広めに平行に開き、
両手を支点に腰をしっかり反らす。

❷息を吐きながら最大限に反らした状
態を3秒間保つ(1～2回)。

❶椅子に腰かけ、足を肩幅より広めに開く。
❷息を吐きながら、ゆっくり背中を丸め、床
を見ながら3秒間姿勢を保つ(1～2回)。

腰をしっかり反らして髄核のずれを戻すイメージ

腰をゆっくりかがめて
髄核のずれを戻すイメージ

髄核の横ずれを
戻すイメージ

左右で「きつい側」を見つける

痛みがお尻から太もも以下に響
く場合は中止し、整形外科医に
ご相談ください。

こんなときは
中断しましょう

こ れ だ け 体 操
®

（一社）新潟県労働衛生医学協会　http://www.niwell .or.jp/ 〔第1版〕H29.0 00,000

腰痛予防
最重要！
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事務系 製造系 営業系 看護介護系
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職場での「ぎっくり腰」の時間別発生状況（n=4，008） 職種別始業時体操実践率（n=1，206）

髄核

椎間板

線維輪

L4

L5

L4

L5

あなたは
大 丈 夫

腰痛借金って、なんですか？

借金はその場で返済！ 「これだけ体操」で腰痛予防！
●どうやるの？ ●効果はあるの？
息を吐きながら、３秒間腰を反らすだけ

●腰痛借金の無い状態

L4/5はウエストライン
（ベルトの位置）にあります

●腰痛借金と、腰痛借金が呼び込む2大事故

ちょっとした不良姿勢に忍び寄る
腰痛借金の魔の手?!

線維輪が傷ついて
ぎっくり腰に！

髄核が飛び出て
椎間板ヘルニアに！

（Matsudaira K, 2015）

©All rights reserved, Ko Matsudaira, 2015

（厚生労働省, 2013） （高野, 2015）

背骨と背骨にはさまれた椎間板の中には、ゼリー状
の髄核（ずいかく）という物質があります。
髄核は線維輪（せんいりん）という硬い組織に囲まれ
ており、通常、椎間板の中央に位置しています。
そして、これが腰痛借金の無い状態です。

手の指先を下にしてお尻に
当て、骨盤を前へ押し出す
イメージで腰の下のほう（骨
盤のすぐ上）とももの付け根
を同時にストレッチします。

痛みがお尻から
太もも以下に響く
場合は中止し、
整形外科医に
ご相談ください。

腰に親指をかけて腰だけ
を反らすのはNGです！
（特に反り腰姿勢の方は注意）

はい、「これだけ体操」を実践
し続けた介護施設では、実施
しなかった施設に比べ、明らか
に「腰痛持ち」が少なくなった
という結果が得られています。

●いつやればいいの？

STEP1

STEP2

STEP3

朝の始業時に毎日みんなで実施（朝の貯金）
各自、昼休憩時に実施（昼の貯金）
作業に応じて、その都度、腰痛借金をチャラにする！

職場でのぎっくり腰は、身体反応の低下している午前中、次に昼休憩後の14～
15時に発生しやすいことがわかっています。一方、職場の始業時体操実施率を
みると、他業種に比べ介護・看護系が著しく低いことが報告されています。

以上のことから、「これだけ体操」は、次のように行うとよいでしょう。

髄核は、通常は椎間板の中央にありますが、前かがみでの仕事を続けていると
後ろ（背中側）に移動します。これが腰痛借金のある状態です。
この腰痛借金が積み重なると、髄核が後ろへずれっぱなしとなり、ぎっくり腰や
ヘルニアといった腰での2大事故が起きる可能性が高くなってしまうのです。

椎間板には、普段の何気ない動作でも思いのほか大きな
力が加わっています。
少し前へかがむだけでも、L4/5の椎間板にはなんと
200kg重もの力が加わっており、腰痛借金の魔の手は
ちょっとした不良姿勢にも忍び寄っているのです。 （Wike HJ，1999）

ちょっとかがむだけで
200kg重！

「これだけ体操」で
すぐに返済！

一番負担がかかるのは、4番目と5番目の腰骨の間（L4/5椎間板）なのです！

腰での 2大事故

腰痛借金の返済

足は肩幅より少し広めに開く

積
み
重
な
る
と…

後ろにずれた髄核を、
腰を反らして元の位置
に戻す

腰痛借金

前かがみ姿勢により髄核
が後ろへずれた状態

このときは中止！

？

骨盤を
前へ入れる
イメージ

手はお尻に当て、
1～2回押し込む

痛気持ち
いいくらいが
ちょうど

L4/5の腰痛借金！

前 後

腰椎を横から見た図

L4

L5

1～2回
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